
サ コ ス 株 式 会 社
第 58 期 決 算 公 告 (2024 年 9 月 期 )

公 告 日 2024 年 12 月 5 日



(注)記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

512,009
1,402,990

　資　　　本　　　金
そ の 他 44,586

　資　本　剰　余　金

資 本 準 備 金 165,787
投資 その 他の 資産

投 資 有 価 証 券 55,309

1,167,551

流 動 資 産 9,169,468 流 動 負 債 5,950,324

現 金 及 び 預 金 3,364,992 買 掛 金 3,078,841

694,976

150,000電 子 記 録 債 権 979,566 一 年 内 償 還 予 定 の 社 債

売 掛 金 3,317,225 リ ー ス 債 務

貸 借 対 照 表

（単位：千円）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 2024 年 9 月 30 日 現 在 ）

契 約 負 債

預 り 金

賞 与 引 当 金固 定 資 産

役 員 賞 与 引 当 金

401,282商 品

1,379,936

資 産 除 去 債 務

車 両 運 搬 具 0

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

△ 57,800

貯 蔵 品

そ の 他

12,629,594

建 設 仮 勘 定 31,075
負 債 合 計

無 形 固 定 資 産 247,425
（ 純 資 産 の 部 ）

貸 与 資 産 81,472

ソ フ ト ウ ェ ア 121,365

そ の 他 25,212

株 主 資 本

100,564

14,990有 形 固 定 資 産

リ ー ス 債 務 2,244,745

受 取 手 形 132,040 一年内返済予定の長期借入金 510,000

土 地 6,878,846

104,427

116,264

143,643

11,315,544

設 備 関 係 未 払 金 382,952貸 与 資 産 1,999,287

そ の 他建 物

106,882

リ ー ス 資 産 868,315

714,679

12,965,959

貸 倒 引 当 金

300,916

58,260

20,345

378,570

前 払 費 用 213,055

構 築 物 121,408 固 定 負 債 3,542,839

機 械 及 び 装 置 15,478 社 債 525,000

21,195

長 期 借 入 金 641,000

工 具 、 器 具 及 び 備 品

　利　益　剰　余　金 10,950,033
関 係 会 社 株 式 560,515

利 益 準 備 金 126,100
出 資 金 850

そ の 他 利 益 剰 余 金 10,823,933
従業員に対する長期貸付金 6,494

そ の 他 資 本 剰 余 金 346,221

破 産 更 生 債 権 等 36,865
別 途 積 立 金 8,550,000

資 産 合 計 22,135,428 負 債 純 資 産 合 計 22,135,428

差 入 保 証 金 539,737

評 価 ・ 換 算 差 額 等 12,669繰 延 税 金 資 産 194,025

そ の 他 有 価 証 券 評 価差 額金 12,669そ の 他 22,952

貸 倒 引 当 金 △ 36,965
純 資 産 合 計 12,642,264

繰 越 利 益 剰 余 金 2,273,933
長 期 前 払 費 用 23,204
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（単位：千円）

(注)記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

売 上 原 価 11,675,813

損 益 計 算 書

2023 年 10 月 1 日から

2024 年 9 月 30 日まで

科 目 金 額

売 上 高 18,839,936

賃 貸 収 入 14,466,025

商 品 売 上 4,373,910

賃 貸 収 入 原 価 8,629,131

商 品 売 上 原 価 3,046,681

7,164,123

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,344,828

1,819,294

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益 174,888

営 業 外 収 益 122,296

受 取 利 息 3,515

受 取 配 当 金 55,753

受 取 賃 貸 料 43,220

そ の 他 19,807

特 別 利 益 4,727

支 払 利 息 104,678

社 債 利 息 1,732

貸 倒 引 当 金 繰 入 55,100

そ の 他 13,377

1,766,702経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 490,117

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,727

特 別 損 失 21,210

固 定 資 産 除 却 損 6,111

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 15,098

1,750,219税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額 △ 26,491

1,286,593当 期 純 利 益
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株主資本等変動計算書

(2023年10月1日から2024年9月30日まで) (単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

11,759,865

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高 1,167,551 165,787 346,221 512,009 126,100 8,550,000 1,404,203 10,080,304

△ 416,863

当 期 純 利 益 1,286,593 1,286,593 1,286,593

剰 余 金 の 配 当 △ 416,863 △ 416,863

株主資本以外の項
目の当期変動額(純
額)

869,729

当 期 末 残 高 1,167,551 165,787 346,221 512,009 8,550,000 2,273,933 10,950,033 12,629,594

当 期 変 動 額 合 計 869,729 869,729

当 期 変 動 額

126,100

評価・換算差額等

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 10,122 10,122 11,769,988

剰 余 金 の 配 当 △ 416,863

当 期 純 利 益 1,286,593

株主資本以外の項
目の当期変動額(純
額)

2,546 2,546 2,546

(注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

当 期 変 動 額 合 計 2,546 2,546 872,276

当 期 末 残 高 12,669 12,669 12,642,264
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

 １．資産の評価基準及び評価方法

  (1) 有価証券

 　 子会社株式及び関連会社株式

      移動平均法による原価法を採用しております。

    その他有価証券

      市場価格のない株式等以外のもの

        決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

        採用しております。

      市場価格のない株式等

        移動平均法による原価法を採用しております。

  (2) 棚卸資産

    ①商品　：個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

    ②貯蔵品：最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

 ２．固定資産の減価償却の方法

  (1) 有形固定資産（リース資産除く）

      定額法を採用しております。

      なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

        貸与資産：2～10年

 　　　 建物　　：7～50年

  (2) 無形固定資産（リース資産除く）

      定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内利用における利用可能期間（5年）に基づいております。

  (3) リース資産

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は当該残価保証額）とする定額法を

      採用しております。

 ３．引当金の計上基準

  (1) 貸倒引当金

      売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

      貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

  (2) 賞与引当金

      従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

  (3) 役員賞与引当金

      役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

 ４．収益及び費用の計上基準

　　 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する時点

　　 （収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　　 当社は、主として機械・機器のレンタル、並びに中古の建設機械及び産業機械等の販売事業を営んでおり、その他、

 　　レンタルに付随する修理・検査、運送等の事業も行っております。

 　　商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点で商品に対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると

 　　判断しておりますが、出荷時から商品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を

 　　認識しております。また、レンタルに付随する事業については、役務の提供が完了した時点で収益を認識しております。

 　　なお、レンタルに含まれるリース収益等については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づき、

 　　収益を認識しております。

(会計上の見積りに関する注記)

 繰延税金資産の回収可能性

   (1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　　   繰延税金資産 194,025千円

   (2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　 当社は、将来減算一時差異に対して、翌期以降の利益計画を基礎とした課税所得及びタックス・プランニングに基づき、

　　　 繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

　　　 ただし、将来の経済状況及び当社の経営環境の変化により繰延税金資産の回収可能性の判断に影響を及ぼす可能性があります。
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(貸借対照表に関する注記)

 １．有形固定資産の減価償却累計額 6,650,286千円

 ２．関係会社に対する金銭債権・債務

　　 短期金銭債権 359,869千円

　　 短期金銭債務 24,138千円

　　 長期金銭債務 1,296千円

(損益計算書に関する注記)

 関係会社との取引高

 　営業取引

　　 売上高 97,070千円

     仕入高 151,160千円

     販売費及び一般管理費 111,771千円

   営業取引以外の取引高 86,042千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項

     普通株式 41,686,386株

 ２．剰余金の配当に関する事項

 (1) 配当金の支払額

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

(税効果会計に関する注記)

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

   繰延税金資産

       貸倒引当金 28,998千円

       未払事業税 24,544千円

       賞与引当金 115,842千円

       一括償却資産 28,466千円

       資産除去債務 32,705千円

       その他 61,377千円

       繰延税金資産小計 291,934千円

       評価性引当額 △78,334千円

       繰延税金資産合計 213,600千円

   繰延税金負債

       資産除去債務に対応する除去費用 △13,988千円

       その他有価証券評価差額金 △5,586千円

       繰延税金負債合計 △19,574千円

       繰延税金資産の純額 194,025千円

効力発生日決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日

2023年12月7日
定時株主総会

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2023年12月6日
普通株式 416,863 千円 10円 2023年9月30日

2024年9月30日 2024年12月5日
定時株主総会

2024年12月4日
普通株式 500,236 千円 利益剰余金 12円
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(金融商品に関する注記)

 １．金融商品の状況に関する事項

     金融商品に対する取組方針

     当社は、資金運用については安全性の高い預金等で運用し、資金調達については、親会社からの借入による方針であります。

 ２．金融商品の時価等に関する事項

      2024年9月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

  　　(※1) 「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「買掛金」、については、現金であること、

 　　　　　  及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 　　　　　  「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」については、短期間で決済されるため

 　　　　　  時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

  　　(※2)  市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は

  　　　　   以下のとおりであります。

  　　(※3)  社債には、１年内償還予定の社債の金額を含んでおります。

  　　(※4)  長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金の金額を含んでおります。

  　　(※5)  リース債務には、１年以内に期限が到来するリース債務の金額を含んでおります。

(賃貸等不動産に関する注記)

 重要性が乏しいため注記を省略しております。

(関連当事者との取引に関する注記)

 兄弟会社

（注）1.　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

　　　2.　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　建設機械の賃貸及び仕入については、一般に行われている取引条件と同一の基準により決定しております。

　投資有価証券（※2） 30,409 30,409 －

　　  資産計 30,409 30,409 －

貸借対照表計上額
（千円）

時　　　　価
（千円）

差　　　　額
（千円）

　リース債務（※5） 2,728,223 2,678,824 △ 49,398

　　  負債計 4,554,223 4,489,045 △ 65,178

　社債（※3） 675,000 665,305 △ 9,694

　長期借入金（※4） 1,151,000 1,144,915 △ 6,084

区分 当事業年度（千円）

非上場株式 24,900

関係会社株式 560,515

事業の内容
期末残高
（千円）役員の兼

任等
事業上の関係

親会社の
子会社

西尾レント
オール㈱

大阪市
中央区

300,000

建設・設備工
事用機器及び
イベント用関
連機材の賃貸

なし
兼任
1人

建設機械の
賃貸借等

建設機械の賃
借及び仕入

1,977,410 買掛金 169,042

議決権等の所
有（被所有）
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目属性 会社等の名称 住所
資本金又は出
資金（千円）
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(収益認識に関する注記)

 １．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(注)  その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく収益であります。

 ２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

 　　収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針に係る事項に関する注記　４．収益及び費用の計上基準」に

 　　記載のとおりであります。

 ３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

 　　(1) 契約負債の残高等

（単位：千円）

(注)  顧客との契約から生じた債権の金額には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づいて認識した

 　　 レンタル収益から生じた債権の金額も含まれております。

 　　 契約負債は、顧客からの前受金に関するものであり、収益の認識に伴い取り崩されます。

 　　 当事業年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は61,896千円であります。

 　　(2) 残存履行義務に配分した取引価格

 　　　　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)

 １株当たり純資産額 303円27銭

 １株当たり当期純利益 30円86銭

(重要な後発事象に関する注記)

（共通支配下の取引等)

　　当社は、2024年10月1日開催の取締役会において、2025年4月1日を効力発生日として、当社の建設機械レンタル事業を分割し、

　　西尾レントオール株式会社へ承継する吸収分割を実施することを決議し、同日付で西尾レントオール株式会社と当社との間で

　　吸収分割契約を締結いたしました。

 　　 (1) 会社分割の概要

  　　　  ①分割する会社の名称 サコス株式会社（当社）

  　　　  ②承継する会社の名称 西尾レントオール株式会社

  　　　  ③分割する事業の内容 建設機械レンタル事業

  　　　  ④吸収分割契約締結日

  　　　  ⑤吸収分割の効力発生日

 　　　   ⑥分割の方式 当社を吸収分割会社とし、西尾レントオール株式会社を吸収分割承継会社とする吸収分割

 　　　   ⑦分割に係る割当ての内容 ニシオホールディングス株式会社完全子会社間の分割・承継であるため、

株式割当その他の対価の交付はおこないません。

 　　　   ⑧分割する資産、負債の項目及び金額 本事業報告書提出日現在、確定しておりません。

 　　 (2) 本件会社分割に関する経理処理の概要

  　　　  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成31年1月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

  　　　  （企業会計基準適用指針第10号 平成31年1月17日）に基づき、共通支配下の取引として処理する予定であります。

2024年10月1日

2024年 4月1日（予定）

区分 金額

　商品販売 4,373,910

　運賃・修理等 2,936,671

　顧客との契約から生じる収益 7,310,582

　その他の収益（注） 11,529,354

　外部顧客への売上高 18,839,936

　契約負債 62,567 58,260

区分
当事業年度

期首残高 期末残高

　顧客との契約から生じた債権 4,670,616 4,428,831
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